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国民の関心事は「インフレ」が最上位に
 バイデン大統領の支持率は低下基調で推移。11月に控えた中間選挙では、与党・民主党は苦戦の見通し。
国民の関心事はインフレが最上位を占め、政策などによるインフレ対応が急務。

 早期のインフレ対応で、選挙の争点が社会問題に移れば、共和党優位の選挙見通しに変化も。

（審査確認番号2022-TＢ77）

図表1：バイデン政権の支持率/不支持率
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～低いバイデン大統領支持率～
 直近のバイデン大統領に対する支持率は40％を
割って推移しており、就任直後に55％程度あっ
た支持率は大きく低下しています(図表1) 。支持
率低下の背景に、メディアではアフガニスタン撤
退など様々の要因があると言われていますが、高
止まりするインフレ率に加え、景気減速への懸念
が大きな要因との見方が大勢を占めています。
11月に行われる中間選挙において、支持率で優
勢の野党・共和党が上下院で多数派を占めるとの
見通しが多くのメディアで報じられています。

～ビルドバックベター法案成立なるか～
 高止まりするインフレに対しバイデン政権は奔走
しています。「ガス・タックス・ホリデー」とよ
ばれる3カ月間のガソリン税免除について議会に
承認を要請しています。また、インフレ対策とし
て前トランプ政権時に設定された対中国への制裁
関税(年間約3,000億ドル相当の輸入品に課税)措
置の緩和などが検討されています。

 一部与党議員の反対によって、昨年から審議が停
滞している肝煎り政策「ビルドバックベター法
案」は、インフレにより負担が増している家庭に
向けた経済支援、加えて気候変動対策などへの歳
出を、企業への増税などを財源として賄うもので
す。打開策は未だ見えていないものの、民主党の
支持率挽回を狙って、選挙までに何らかの形で法
案を成立させるべきとの声が党内から上がってい
ます。

～インフレ対策を急ぎたい民主党～
 世論調査では、物価が比較的安定していた直近
30年の間、インフレは米国民にとって大きな関
心事となることはありませんでした。しかし、今
年4月時点の調査では、インフレが各家庭の経済
上の大きな問題であるとして関心事の最上位を占
めており、米国民にとってインフレへの関心が非
常に高いことがわかっています。

米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

バイデン政権 中間選挙に向けインフレ対策を急ぐ

図表2：米CPIの動向

 米国の5月の消費者物価指数(CPI)は、40年ぶりの
高い伸び率となっており、市場で一時増えつつ
あった「物価はピークを超えた」との見方が後退
しています(図表2)。中間選挙で劣勢が予想される
民主党にとっては、インフレ対策を最優先事項と
して、夏に向けて政策対応を急ぐものと思われま
す。インフレ抑制により、共和党の対応へ批判的
な声も多い銃規制や人工中絶問題、トランプ前大
統領の議会襲撃事件への関与などの社会問題が選
挙の争点となれば、共和党優位の選挙見通しが混
沌としてくることも想定されます。
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